
千葉県地域課題解決型起業支援事業補助金審査基準 

 

本基準は、千葉県地域課題解決型起業支援事業補助金交付要領に定める助成対象事業者の選定

を目的として以下のとおり定めるものである。 

 

（資格審査項目） 

次のＡ又はＢに該当するか。 

Ａ 

（１）申請者が内閣府地方創生推進事務局の定める県内条件不利地域（以下「県内条件不利

地域」という。）に居住している者又は起業支援事業の補助事業期間完了日までに県内条

件不利地域に居住することを予定しているか。 

（２）申請者が起業支援金の公募開始日から補助事業期間完了日までに個人事業の開業届若

しくは、株式会社、合同会社、合名会社、合資会社、企業組合、協業組合、特定非営利

活動法人等の設立を行い、その代表者となる者か。 

（３）県内条件不利地域において新たに起業する社会的事業であるか。 

（４）申請者（連携者含む）が他の補助金において、同一内容の事業にて交付決定（内定）

を受けていないか。 

 

Ｂ 

（１）申請者が県内条件不利地域に居住している者又は起業支援事業の補助事業期間完了日

までに県内条件不利地域に居住することを予定しているか。 

（２）申請者が起業支援金の公募開始日から補助事業期間完了日までに Society5.0 関連業種

等（IoT や AI 等の技術の利用）の付加価値の高い産業分野において、事業承継又は第二

創業により実施する個人事業主若しくは株式会社、合同会社、合名会社、合資会社、企

業組合、協業組合、特定非営利活動法人等のその代表者となる者か。 

（３）県内条件不利地域において新たに起業する社会的事業であるか。 

（４）申請者（連携者含む）が他の補助金において、同一内容の事業にて交付決定（内定）

を受けていないか。 

 

 （事業内容審査項目） 

１ 事業実施の妥当性 

①創業モデル・研究開発等に新規性や先進性があるかどうか。 

②目指す成果が妥当であり、その実現の期待ができるかどうか。 

２ 市場性 

① 事業の対象市場が明確にされているかどうか。 

② 市場ニーズに合致した創業モデル・研究開発等かどうか。 

３ 将来性 

① 研究開発成果等に相応の収益が見込まれ、事業継続の見込みがあるかどうか。 

② 自立的に事業活動を継続していく将来ビジョン・経営者としての能力を有しているか。 

４ 地域性 



① 地域の企業や事業者等と連携することで地域経済の活性化に資することが期待できるか。 

５ デジタル技術の活用 

  ① 生産性向上・機会損失の解消及び顧客の利便性の向上につながるデジタル技術を活用して

いるか。 

６ 資金調達能力 

① 助成事業に要する自己資金等の調達が可能であるか。 

７ 実施体制及び実施能力 

① 事業を遂行する実施能力等を有し、期間内に事業を実施することが可能かどうか。 

 

（プレゼンテーション審査項目） 

１ プレゼンテーション審査 

①申請者が事業の意図、目的を明確に説明できているか。 

②申請者の事業に対する熱意、実現する意思を感じられるか。 

 

（採択基準） 

（１） 上記「資格審査項目」に抵触するものは採択しない。 

（２） 申請者が事業の全部又は大部分を他に委任する場合は、原則として採択しないものとする。 

（３） 事業の申請者と当該事業の連携予定者から類似プロジェクトの申請があった場合は、複数

の採択はしないものとする。 

（４）下記「評価基準」により評価された点数の合計が６割に満たない場合は、採択しないもの

とする。 

 

（評価基準） 

（１） 「採択基準」のいずれかの項目に該当し、採択することが適当でないものは、事業内容審

査評価についても「１」とする。 

（２） プレゼンテーションに欠席をした場合にはプレゼンテーション項目の加点は行わない。 

（３） （１）に該当しないプロジェクトについては、「資格審査項目」、「事業内容審査項目」「プ

レゼンテーション項目」に照らし、各事項について助成事業計画書の内容等を次の点数に

より評価する。 

５：優れている 

４：やや優れている 

３：標準的なもの 

２：やや劣っている 

１：劣っている 

 

（優先基準） 

 「評価基準」により、評価の点数の合計が同点であった場合には、次の各号の順位の高いもの

から優先して採択する。 

（１） 事業内容審査基準で点数の多いもの。 

（２） （１）が同点の場合は、審査委員の協議により採択する。 



 

（プレゼンテーション審査の省略） 

 応募者多数等の理由により、プレゼンテーション実施に係る時間が十分に確保できない場合は、

プレゼンテーションは実施せず、「資格審査項目」、「事業内容審査項目」のみの審査とすることが

できる。 

 

 

 

 


